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１ はじめに 

都城保健所では平成 24 年 12 月から自殺未遂者支援相談事業を開始した。このなかで救急

告示施設 A 病院（以下 A 病院とする。）では自殺未遂者に対し、救急外来の看護師が自殺未遂

者本人や家族からリスクアセスメントシートに沿った聞き取りを行い、精神科医療機関へのつなぎ

や相談先として保健所の案内を行っている。(図 1)今回はリスクアセスメントシートで情報収集した

項目の分析を行うことで、管内の自殺未遂者の実態について明らかにし、今後の管内における自

殺対策について考える。  

 

２ 方法  

平成 25 年 1 月から平成 28 年 12 月末日の間に A 病院、救急外来において対応のあった自

殺未遂者のうち、都城保健所管内居住者 183 名のリスクアセスメントシート項目の分析を行った。  

 

３ 結果  

1)男女別では、女性の未遂者の割合は約 6 割で、そのうち未遂歴がある者は約 5 割と高い。手段

は「薬物」での自殺未遂が約 6 割と最も多く、他の救急告示施設における調査 (1)(2)と同様である。 

男性の未遂者は約 4 割で、手段は「縊首」によるものが最も多く約 5 割である。そのうち自殺未遂

歴がある者が約 3 割で、死亡割合が女性と比べ高い。特に高齢者では高くなっている。  

（表 1,2,7,8) 

2)同居者の有無では、同居者がいる者が 6 割を超える。(表 3) 

3)既往歴の有無では約 8 割に既往歴があり、うち約半数は「精神的疾患」であった。内訳は「F3 気

分障害」が約 6 割である。(表 4､5) 

4)かかりつけ医の有無では約 7 割にかかりつけ医がおり、内訳では約半数は「精神科」であった。

(表 6) 

5)保健師訪問の説明ができた者は約 3 割であり、うち情報提供の同意者は 18 名（35.3%）であっ

た。（表 9）  

 

 

 

 

表1　年次推移(%) 表2　年代別自殺未遂者（死亡者数） 表3　家族同居有無

男 女 計 年代 男（死亡） 女(死亡） 総数 男(%) 女(%) 全体(%)
25年 23 35 58 10代 4(0) 12(0) 16(0) 同居 51(66.1) 70(69.9) 121(63.6)
26年 16 29 45 20代 13(3) 24(2) 37(5) 単身 9(14.8) 18(12.3) 27(16.4)
27年 15 24 39 30代 12(0) 12(1) 37(1) 施設 2(1.6) 1(2.7) 3(0.9)

28年 19 22 41 40代 9(3) 19(0) 28(3) 不明 11(17.5) 21(15.1) 32(19.1)
総数 73 110 183 50代 6(2) 11(1) 17(3) 合計 73(100) 110(100) 183(100)

（39.9) (60.1) 60代 15(7) 8(1) 23(8)

70代 8(7) 6(2) 14(9)
80代以上 6(4) 5(2) 11(6)
合計 73(26) 110(9) 183(35)



 

 

        

４ 考察  

1)表 2 より、60 代以上の自殺未遂者は既遂の割合が高く、自殺者も 60 代以上が多い状況があ

るため、重点的に自殺対策に取り組む年齢層として対策を考えていく必要がある。  

2)自殺者における同居家族がいる割合は高いが、未遂者においても同様の状況があることがわか

った。自殺のサインについての啓発を更に行うこと、家族等が気づいた時に気軽に相談できる窓

口の啓発や支援していく体制の強化が必要である。一方、「同居者なし」の者に対しては、帰宅さ

せる際に地域での支援に確実につなげるよう体制づくりを行うことが必要である。 

3)かかりつけ医がある者の診療科の約半数は「精神科」である。精神科に通院していれば良いで

終わるのではなく、医療以外の生活環境の調整等で再企図を予防できる可能性を検討するた

め、精神科病院との自殺未遂者支援担当者会でケース検討を行い、フォロー体制を作る必要が

ある。 

4)精神科以外が、かかりつけの者の中には、精神科医療につなぐ必要があったケースも考えられ

るため、かかりつけ医と精神科医との連携強化の取組みを検討する必要がある。 

5)保健所では情報提供同意者にしか関われないことから、同意者を増やすために、本人や家族

等に関わる救急外来スタッフに対する自殺未遂者支援の研修を継続していくとともに、不同意者

への支援方法についても考えられないか検討していく必要がある。  
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表4　既往歴(複数回答） 表5　精神的疾患内訳（複数回答）計＝102 表6　かかりつけ医有無

無(%) 不明(%) F1精神作用物質による障害 ７(6.9) 有(%) 無(%) 不明(%)
〔内訳〕 150(78.1) 28(14.6) 14(7.3) F2統合失調症 14(13.7) 〔内訳〕 133(72.7) 34(18.6) 16(8.7)
精神的疾患 97(50.5) F3気分障害 59(57.8) 精神科（管内） 67(36.6)
内科的疾患 36(18.8) F4神経症性障害 7(6.9) 精神科（管外） 24(13.1)

外科的疾患 15(7.8) F6成人のﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害 1(1.0) 他診療科（管内) 38(20.8)
その他 2(1.0) F8心理的発達の障害 5(4.9) 他診療科（管外) 4(2.2)

不明 9(8.8)

　　             有(%)

表8　自殺未遂歴 表9　保健所説明（死亡者は除く）

有(%) 無(%) 不明(%) 説明あり(%) 説明無し(%) 計(%)
男 21(28.8) 26(35.6) 26(35.6) 〔内訳〕 51(34.0)  99(66.0) 150(100)
女 57(51.8) 28(25.5) 25(22.7) 同意有り 18(35.3)
計 78(42.6) 54(29.5) 51(27.9) 同意なし 33(64.7)

表7　自殺企図手段（複数回答）

男（％） 女（％） 合計
薬物 16(21.3) 73(60.8) 89(45.6)
毒物 7(10.0) 11(9.2) 18(9.5)
縊首 33(47.1) 10(8.3) 43(22.6)

飛び降り 4(5.7) 7(5.8) 11(5.8)
切創・刺創 8(11.4) 17(14.2) 25(13.2)

焼身 0 2(1.7) 2(1.1)

入水 1(1.4) 0 1(0.5)
その他 6(8.6) 0 6(3.2)
合計 75(100) 120(100) 195(100)


